「偽装ラブホテル問題」とは何か
１．「偽装ラブホテル」とは
１９８５年の風営法改正により、「ラブホテル」は営業できる範囲を商業地に限っています。

これにより「ラブホテル」の営業は11000軒から7000軒（2000年）へと減少します。が、一方で商業地以外の住宅地や学校の近く（200ｍ以内）などで旅館業法上はリゾート・ビジネスホテルなどと申請し、実情はラブホテルとして営業をする「偽装ラブホテル」をめぐる問題が全国各地で起こります。偽装ラブホテルの数は30000軒とも20000軒とも言われ、兵庫県警など一部を除き、その数を把握している警察も少ないのが現状です。
風営法も旅館業法もそもそも法が悪用され「偽装」されることに十分に対応ができておらず、現在の法律では「偽装ラブホテル」を取り締まることが難しくなっています。

各地方自治体は「ラブホテル規制条例」や「ホテル要項」の改訂等で自衛策をとりますが、法の規定以上の規制を設けることの是非等裁判で争われることもあり、愛知県東郷町の例にもあるように、例え裁判で行政側が勝訴しても、罰金さえ払えば建築できてしまうというのが現実です。

「偽装」であるが故に、一般のホテルと同様小中高校生でも利用が可能なため、住宅地や学校の近くに建てられると子供たちが犯罪に巻き込まれる可能性も大いに考えらるなど、根本的な解決が早急に求められます。
２．「全国偽装ラブホテルをなくす会の立ち上げ」
全国各地で同じような問題が起こっているにも関わらず、根本解決ができないのはなぜか。「偽装ラブホテル」は、何の前触れもなく、突然私たちの住む地域に建設されます。一般市民が「一から」複雑多岐にわたる関連法を学び、「偽装」の道まで熟知した「プロ」の業者と闘うのは並大抵のことではありません。慣れない行政への働きかけ等にも疲れ、法改正の必要性は痛感しながらも、自分の地域の問題が過ぎると力尽きてしまうのです。
しかし、それでは私たちのようなつらい経験をする人たちは無くなりません。

また、一端「建築断念」と至ったとしても、いつ何時再び問題が起こらないとは限りません。全国で同じ問題と闘っている人々の経験やノウハウ、また各自治体の状況等を「情報共有」すること、また法改正へ向けた活動をすることは、私たちの未来の生活を守るため、最も効果的な行動だと思います。

「ラブホテル」は法で認められた地域だけで、営業する。

この「当たり前すぎる」ことを求めて、要望活動を行っていきたいと思っています。

３．具体的な法運用・法改正に向けて～要望事項

●警察庁＜風営法関連＞
１．無許可営業の取締り強化

２．風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律施行令の見直し

３．警察と関係機関の連携強化

４．旅館業法違反の取締り権限の警察庁への拡大について

５．旅館業法と風営法における運用差異の是正

●厚生労働省＜旅館業法関連＞

１．改善命令・罰則の強化

２．旅館業法における「ラブホテル」の定義づけ

３．各自治体への指導

４．実態ある法運用のための人員配置等

５．宿泊者名簿記入の徹底指導

６．ホテル内における医療用具販売・頒布の規制強化

７．旅館業法三条三項、四項の適正な運用

●国土交通省＜建築基準法・屋外広告物等＞

１．建築基準法での規制

２．屋外広告物に関する法律の規制強化
３．住宅地近隣住民に配慮した景観に関する法律の強化
●総務省＜まちづくり・自治事務＞

１．「偽装ラブホテル」撲滅のための自治事務の滞りない運用のための予算措置

２．各自治体の「地区計画」「地区協定」に関する広報活動

３．自治体からの情報収集及び提供

●文部科学省＜青少年の健全育成＞

１．良質な教育環境確保のための関係各省への働きかけ

２．旅館業法三条関連にかかわるうち教育行政に関わる部分の調査と、各教育委員

